
令和元・２年度分譲マンション
実態調査（途中段階）の概要

資料５（参考２）
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第３回 都市の魅力・活力の向上につながる住宅政策 検討部会
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１

＜参考＞本市分譲マンションの状況
・本市の分譲マンション数（管理組合数）1,932 住戸数112,032戸 住宅総数（H30）の約14％（令和2年9月15日時点）
・平成19年度と比較し，どの行政区においてもマンション住戸数が増加している。
・住宅総数に対するマンション比率が高いのは中京区と下京区で，令和2年度は平成19年度より3ポイント以上高くなっている。
・平均住戸数は58戸であるが，住戸数50戸以下の分譲マンションが全体の約6割と，他都市に比べ，小規模分譲マンションが多いことが分かる。
・10年後には築30年以上となる高経年マンションが全体の半数以上になる見込み。
・建築年次から，高度地区見直し以前に建築されたマンション1,441件に対し，約4割が高さ不適格となっている。

【平均住戸数】
京都市 58戸
近畿 77戸（H28）※
首都圏 62戸（H28）※
※（一社）マンション管理業協会調べ
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旧耐震マンション数
は，管理組合数では
219（全体の約1割），
棟数ベースでは429
棟である。
【耐震化への取組】
耐震診断済：58棟
耐震改修済：30棟
（京都市調べ）

全体の約6割が50戸以下

の小規模マンションであ
ることが分かる。

※全数調査を行ったH19年度と比較

うち，
高度地区

見直しによる
不適格物件
約800件
：全体の約4割
（京都市調べ）

【参考】
○年間マンション着工数
平均25棟
（中高層条例届出から算出）
○年間高経年マンション増加数
平均40棟

（当課所有マンションリストから
算出）

（注）特筆なき限り，分譲マンション数は管理組合
数を指す。



＜参考＞旧耐震・高さ不適格の分譲マンション分布

２

高さ不適格マンション 旧耐震×高さ不適格マンション



３

＜参考＞令和元・２年度分譲マンション実態調査（途中段階）の概要１

次期京都市住宅マスタープラン及び改正マンション関連法（P9参照）の施行を控え，分譲マンションの管理状況等の実態を把握し，それに対し
て効果的な施策を検討するため，令和元・2年度の2ヵ年に分けて調査を実施
【令和元年度】
立地面や規模面で様々なタイプのマンションが供給されている左京区の全分譲マンション（181マンション）と左京区内に300戸を超える大規
模分譲マンションが少ないため，他区から抽出した大規模分譲マンション（5マンション）を対象に，アンケート調査票及び外観調査を実施
【令和2年度】
令和元年度に実施済みの分譲マンションを除いた全分譲マンション（1,746マンション）に対し，アンケート調査票を実施。次期京都市住宅
マスタープラン最終年度（令和12年度）に築30年以上となる分譲マンションに対し，外観調査を実施
【アンケート調査】

①管理規約や役員に関すること，②総会・理事会の開催状況，③修繕積立金等の会計に関すること，④コミュニティに関すること，⑤建物の
管理や長期修繕計画に関すること，⑥修繕・改良工事の実施状況，⑦建物の将来に関すること
【外観調査】
目視にて，建物の金属部の発錆状況，外壁等の鉄筋露出や塗装剥がれ，バルコニー裏等の漏水状況を確認し，総合評価を実施

・アンケートの回答者は理事長が約半数であった。次いで管理会社社員からの回答が多くなり，これらの
マンションは管理会社任せになっている可能性がある。
・築年数別で見ると，築40年未満のマンションは概ね20％の回答率であるが，築40年以上50年未満のマン
ションでは回答率が40％近くまで上昇し，築50年以上のマンションになると約85％まで上昇した。
・住戸数別で見ると，大規模マンションでは回答率が高いが，50戸以下のマンションでは回答率が2割弱と低
くなっている。
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３ 理事会の開催・出席率

＜参考＞令和元・２年度分譲マンション実態調査（途中段階）の概要２
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ほとんど出席

半数程度出席
「なし」3マンションは，比較的築浅で小規模のマンションであった。
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理事会を開催していない
マンションはなかった。

アンケート調査票の項目から管理組合運営が適正であるかを判断するため，要支援マンションの判定項目でもある①管理規約の有無，②総会の
開催状況・出席率，③理事会の開催状況・出席率，④役員のなり手不足，⑤居住者名簿，⑥管理形態について集計・分析を行った。

１ 管理規約の有無 ２ 総会の開催・出席率
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４ 役員のなり手不足 N=452

・「悩んでいない」と回答したマンションが約半数であった。
・築10年未満のマンションで「悩んでいる（高齢化）」の回
答は見られなかったが，築10年以上になると「悩んでいる
（高齢化）」の回答率が 40％以上になり，築年数が10年増
加するごとに回答率も増加する傾向が見られた。
【その他アンケート項目より】
回答のあった452マンションのうち約85%が「役員の重任あ
り」との回答があった。

Nは有効回答数
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件, 
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５ 居住者名簿
N=291

【その他アンケート項目より】
「あり」と回答したマンションのうち約70％は，管理規約の改定を実施済み

総会が成立していないと思わ
れるマンションが10件で，築
年数では築20年未満，戸数別
では30～75戸が多かった。

このほか，委任状で総会が成
立しているものもあり，これら
は改善されるべき課題である。

６ 管理形態

N=351

・築40年以上のマ
ンションで，

「なし」の回答は
なかった。

・「あり」と回答の
あったマンション
の約20％が「更新

していない」との
回答があった。
【参考】H30年度マ
ンション総合調査
：77.3%

・築20年未満では「自主管理」と回答したマンショ
ンはなかった。
・築40年以上50年未満では「自主～部分管理」ま
でほぼ同じ割合であった。
【その他アンケート項目より】

・管理委託契約の更新について，「自動更新」と
の回答が11件，「契約書を交わしていない」との
回答が5件あった。「契約書を交わしていない」と
回答した5件すべて築30年以上の高経年マンショ
ンで，戸数は10戸未満が3件，35戸が1件，400戸
以上の大規模のものが1件であった。
また，「自動更新」11件の管理会社が一部業者に
偏ったものではなかった。 ４

年1回以上総会を催している管理組
合の割合：99.8%
【参考】H30年度マンション総合調査：98%N=334
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【総会に関するその他
アンケート項目より】

・総会を開催している
438マンションの約99%

が，総会の招集通知
に議題・議案を掲載し
ていた。

・総会を開催している
438マンションの約90%

が総会開催後，議事
録を作成し，組合員全
員に配布又は回覧・
掲示を実施

全体の約95%が当日の出席率
50%未満であった。

当日の出席率，議決権行使書提出
率，委任状提出率のすべて，H23年

度高経年マンション実態調査の結
果と大きく変わりがなかった。
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（住戸数別）長期修繕計画に基づき徴収しているマンションの割合
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（築年数別）長期修繕計画に基づき徴収しているマンションの割合

＜参考＞令和元・２年度分譲マンション実態調査（途中段階）の概要３

アンケート調査票の項目から，適正に管理・修繕・改良されるかを判断する項目として，⑥会計区分，⑦長期修繕計画の保有状況，⑧長期修
繕計画に基づく積立金の徴収について集計・分析を行った。

８ 長期修繕計画に基づく積立金の徴収６ 管理費と積立金の会計区分

７ 長期修繕計画の保有状況

N=451

N=434

N=411

「なし」と回
答のあった
約半数が築
40年以上50

年未満のマ
ンションで
あった。

Nは有効回答数

2回目の大規

模修繕後に，
計画に基づく
徴収率が下
がっている。

2回目

大規模
修繕

N=417

20戸以下のマンシ

ョンの計画に基づく
徴収率が低い。

築年数別では，築40
年以上50年未満が約
半数であった。

５

長期修繕計画「あり」
の約7割が計画見直
し済み

住戸数 比率

1～10戸 9%

11～20戸 64%

21～30戸 9%

41～50戸 9%

101～150戸 9%

（住戸数別）

（築年数別） N=11

N=11

住戸数 比率

1～10戸 11.4%

11～20戸 25.7%

21～30戸 22.9%

41～50戸 20.0%

51～75戸 17.1%

151～200戸 2.9%

「なし」のマンション比率（住戸数別）

「なし」と回
答のあっ
た約8割が

小規模マ
ンションで
あった。

（築年数別）

N=35

長期修繕計画に基づき積立金が徴収できて
いる管理組合の割合：80%
【参考】H30年度マンション総合調査：53.6%

住戸数別で
は，小規模マ
ンションが全
体の約9割を
占めていた。
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住戸数別の空き家率・賃貸率・高齢化率

平均空き家率 平均賃貸率 平均高齢化率

６

＜参考＞令和元・２年度分譲マンション実態調査（途中段階）の概要４
管理不全化を判断する項目として，アンケート調査票から空き家率，賃貸率，高齢化率を，令和12年（2030年）に築30年以上となるマンショ
ンに対して実施した外観調査の総合評価を基に集計・分析を行った。

Nは有効回答数

９ 分譲マンションの空き家率・賃貸率・高齢化率
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築年数別の空き家率・賃貸率・高齢化率

平均空き家率 平均賃貸率 平均高齢化率

高経年化と比例

１０ 外観調査の総合評価（2020年時点で築20年以上の分譲マンション）

・築10年未満の空き家率が高

いのは，セカンドハウスの可
能性がある。

・空き家率と築年数との相関
は見られない。
・賃貸率は高経年化に比例

・高齢化率は高経年化に比例
して高まっているが，築10年
～20年の比較的築浅のマン
ションでも高齢化率が高い。

・戸数の少ないマンションほ
ど賃貸率が高くなっている。

・大規模なマンションほど高
齢化率が高い。

計画的な修繕が行われていない可能性
がある。

（空き家率）N=409
（賃貸率） N=418
（高齢化率）N=405

（空き家率）N=441
（賃貸率） N=418
（高齢化率）N=405

※集計済み822マンション

小規模ほど
「要修繕」
の判定が
多い

150戸以上で

は「要修繕」
の判定はな
かった。



住戸数 比率 回答数 全数

10戸未満 100.0% 3 3

10戸以上30戸未満 71.4% 25 35

30戸以上50戸未満 87.2% 41 47

50戸以上75戸未満 90.9% 20 22

75戸以上100戸未満 82.1% 23 28

100戸以上150戸未満 86.7% 13 15

150戸以上200戸未満 89.5% 17 19

200戸以上250戸未満 80.0% 4 5

250戸以上300戸未満 100.0% 1 1

300戸以上 100.0% 7 7

築年数 比率 回答数 全数

20年未満 90.5% 38 42 

20年以上25年未満 81.3% 13 16

25年以上30年未満 92.3% 12 13

30年以上35年未満 88.9% 16 18

35年以上40年未満 81.8% 27 33

40年以上45年未満 83.3% 25 30

45年以上50年未満 77.3% 17 22

50年以上55年未満 71.4% 5 7

55年以上60年未満 100.0% 1 1

60年以上 0.0% 0 0
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151

37

211

0 100 200 300

総会で協議

理事会で協議

各種委員会で協議

協議したことはない

管理組合内の協議状況 ※複数回答可

41.2%

14.7%

23.2%

13.3%
9.5%

5.7% 5.2%
0.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

DOWN

154

2

6

26

0 50 100 150 200

修繕して長く使い続ける

建替える

敷地建物を一括して売却…

意見がまとまらなかった

協議の際，意見が多かったのは？

21

181

66

105

0 50 100 150 200

あり（ 年頃）

あり（時期は未定）

予定はない

分からない

建物の将来等について，今後話し合う

予定があるか？

＜参考＞令和元・２年度分譲マンション実態調査（途中段階）の概要５
アンケート調査票の項目から，管理組合内の建物の将来や建物の寿命についての協議状況や協議を行った際の意見，今後の話し合いの予定，
外部専門家への相談状況について集計・分析を行った。

１１ 建物の将来や建物の寿命についての協議

※複数回答あり

※複数回答可

・「修繕して長く使い続ける」と回答のあったマンション
が多数であった。
・「話し合う予定あり」21件のうち約8割が5年以内に実
施する予定との回答があった。

＜集計結果＞

今回の調査の結果，小規模マンションや

築40年以上のマンションで管理体制，長

期修繕計画に基づく徴収等において課

題があるマンションが見受けられた。

それ以外は，概ね適正に管理が行われ

ていた。

また，最終集計結果によるが，管理不全

及び管理不全のおそれのあるマンション

からは回答されていない可能性が高い。

「修繕して長く使い続ける」と回答したマンション

「建て替える」と回答したマンション
・2マンション（築40～45年，100～200戸）
・「修繕して長く使い続ける」と両方に回答あり。

「建物を一括で売却する」と回答したマンション
・6マンションのうち，10戸以上20戸未満が3マンション，30戸以
上40戸未満が2マンションといった小規模マンションであった。
・6マンションのうち，5マンションが築35～50年の高経年マンショ
ンであった。

７

「意見がまとまらなかった」と回答したマンション
・マンションの将来等について，検討が必要な時期にある築40年
以上のマンションの約1割が「まとまらなかった」と回答。

回答のあったマンションの半数が，専門家に相談
し，検討を行っていた。

・築20年未満での回答率が高い。
・築50年以上になると回答率が大幅にダウンした。
・築55年以上で「協議したことがない」の回答はなかった。

市内の全分譲マンションの
管理状況を把握する仕組み
が必要

「協議したことがない」と回答のあったマンション

全体の
約55％

赤枠部分の比率が低い。

34件

51件

20件

83件

14件

196件

外部専門家等への相談状況

マンション管理士

建築士

工事会社（デペロッパー）

管理会社

その他

相談したことはない

2マンションとも
既存不適格

・旧耐震基準
・高度地区不適格



＜参考＞分譲マンションにおける課題と本市マンション施策の位置付け

８

【出典】
（国）第1回マンション政策小委員会資料

【マンションの特殊性】
○意識・価値観・経済力が異なる区分所有
者間の合意形成が必要

○区分所有者の多くは，建物の維持管理
等に必要な専門的知識や経験を必ずしも
有していない。
○適切に維持管理されない場合の，周辺
の住環境への影響が大きい。

平成8年度本市住宅マスタープランに位置
付け，平成13年度に早急かつ重点的に展

開すべき施策の一つとして位置付け，平
成21年度から「予防的な観点を重視した

分譲マンションの適切な維持管理の推進」
に向け支援を実施



＜参考＞改正マンション管理適正化法

【実態把握】
これまで行ってきた１０年毎の実態調査（任意回答）から
管理組合から届け出てもらう仕組み（義務化）が必要になる。

【出典】
（国）第1回マンション管理の新制度の施行に関する検討会資料

【適正評価】

管理の良いマンションに対して，インセンティブ付
与も含めた仕組みを構築

【管理適正化の推進】
おせっかい型の支援から法的に位置付けられた
支援へ（地方公共団体の権限強化）
本市のマンション実態に応じた管理適正化推進計
画を策定

⇓
管理水準の低い管理組合に対しては
助言・指導・勧告を実施

９



＜参考＞改正マンション建替円滑化法

１０

【出典】
（国）第1回マンション管理の新制度の施行に関する検討会資料
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○大規模修繕アドバイザー派遣制度
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○共用部バリアフリー改修助成制度

市内マンション数 申込数 利用率

問題なし 18

経年相応 15

要修繕 3

未集計 48

＜参考＞本市の分譲マンション施策の現状

１１

○高経年マンション専門家派遣事業

・R2年度の追跡調査の結果，派遣
終了77件のうち，大規模修繕工事
完了56件，工事中もしくは計画中17
件と，約95%が大規模修繕に繋がっ
ている。残り4件は建物の状態が良

い，管理組合内の調整が出来ず未
実施の状況にある。

・当制度を利用したマンションで，今
回の調査で目視による外観調査実
施済み36件のうち，問題なし又は経
年相応と判定された合計が約92%
であった。

H19年度～派遣数：８４件
利用実績は全体の約４％

第１回大規模修繕時の利用が多い

・平成16年バリアフリー条例施行以前に建築されたマンションの中でも，特に築40年以上50年未満のマンションからの
申請が多い。
・当制度を利用したマンションで，今回の調査で目視による外観調査実施済み57件のうち，問題なし又は経年相応と
判定された合計が約98%であった。

○相談事業
すまい相談
管理組合活動の進め方や大規模修繕の実施方法など，分譲マンションの管理に関する相談を実施（1回45分まで）
○情報提供事業
・マンション管理セミナー
分譲マンションの管理に関するフォーラムやセミナー等を開催（年2回）
（平成22年度～令和元年度実績）20回開催，参加者数1,777名
・すまいスクール出張版
講師を派遣し，それぞれの分譲マンション固有の問題点や悩みに応じた講習・相談を実施（約90分・無料）
（平成22年度～令和元年度実績）講座数57回，受講者数718名

30件

48件

16件

3件 19件

助成実績 廊下・階段など
の段差の解消

手すり設置

床のﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ
化

通路や開口部
の拡幅

扉の自動化

【制度概要】

共用部分のバリアフリー改修を行おう
とする管理組合に対して，工事費の2
分の1を補助。上限100万円

【制度概要】

大規模修繕を行おうとする管理組
合に対して，その進め方についての
助言を行う専門家を派遣

H22年度～助成件数：８１件
利用実績は全体の約４％

R元年度から
助成対象外

○分譲マンション耐震化事業
昭和56年5月31日以前に着工された居住の用に供する部分の床面積が延べ面積の3
分の2以上の分譲マンションが対象
・耐震診断に係る補助 ：補助率3分の2，上限200万円
（平成19年度から現在までの実績）21マンション
・耐震改修計画作成に係る補助 ：補助率3分の2，上限300万円
（平成24年度から現在までの実績）5マンション
・耐震改修に係る補助 ：補助率2分の1，上限1棟当たり4,800万円または1戸当たり60
万円のいずれか低い額
（平成20年度から現在までの実績）1マンション

平成23年度 令和元年度

第4グループ
（要支援）

13 6

第3グループ
（要支援）

34 19

第2グループ
（要支援予備）

17 10

第2グループ
（予備を除く）

― 29

第1グループ ― 8

上記を除 くマ
スタープランに
おける要支援マ
ンション

6 ―

第5グループ
（支援拒否）

― 4

合計 70 76

【支援状況】
・支援マンション数 69マンション
・派遣回数 511回
【主な成果】
・管理組合の設立 12マンション
・大規模修繕工事の実施 8マンション

○第4グループ（要支援）

建物に深刻な劣化症状が多数あり
，修繕だけでなく建替えや処分も視
野に入れた検討が必要
○第3グループ（要支援）

本市住宅マスタープランで定義した
要支援マンションの4項目※のいず

れかに該当，または，建物に深刻な
劣化症状が複数箇所あり
○第2グループ（要支援予備）

建物に深刻な劣化症状は認められ
ないが，標準的な管理組合運営が
行われていない部分が認められ，
今後要支援マンションになる可能性
あり
○第1グループ

建物に深刻な劣化症状が認められ
ず，標準的な管理組合運営を実施
※住宅マスタープランで定義した
4項目
①管理規約がない

②総会又は理事会が開かれていな
い

③修繕のための積立金等を徴収し
ていない

④大規模修繕工事を実施していな
い

【制度概要】H23年度高経年マンション実態調査の結果に基づき分類した「要支援
マンション」や「要支援予備マンション」を対象に，以下の管理支援を実施

①建物の劣化状況確認と区分所有者へのヒアリング，②専門家派遣，③外部役員
派遣

問題なし 38

経年相応 18

要修繕 1

未集計 24

R1･2実態調査
（外観調査）結果

R1･2実態調査
（外観調査）結果

現行の施策は，管理水準の高い管
理組合又は極端に管理水準の低い
管理組合に対する支援に留まって
いる。

管理不全を予
防する施策が
必要


